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１．はじめに(1)――本報告の背景

 2006年制定の住生活基本法／住生活基本計画が住宅政策の基本
スキームとして再定位

 住宅セーフティネット法(住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の
供給の促進に関する法律)もこのスキームに位置づけ

 住宅確保要配慮者(低額所得者、被災者、高齢者、障害者、子ど
もを育成する家庭その他住宅の確保に特に配慮を要する者)カテ
ゴリの下、住宅政策の対象として社会的弱者への施策を制度化

 民間賃貸住宅は、空き家ストックの増大／公的施策の後退とも
あいまって、住宅セーフティネット法にてその重要性が指摘
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１．はじめに(2)――本報告の問題関
心
 住宅確保要配慮者への施策は必要

⇔住宅に関する様々な「配慮」が求められる場の実態との関わりと
現行政策とのギャップに着目する必要があるのではないか

 日本では、アメリカのようないわゆる入居差別禁止法(米国住宅
都市開発省公平住宅供給局 2011)が存在しない

 居住者差別の一つである入居差別は、その原因として、①法的
規制の欠如、②不動産業による裁量に求められるのではないか

 そこで、不動産業法における制度と実態とのギャップに着目し、
どのように入居差別が発生しているかに着目する
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１．はじめに(3)――本報告の先行研
究と問題設定
 本報告では、以下のように問題設定を限定する

①なぜ礼金が存続しつづけているのか

cf初期費用(敷金＋礼金＋家賃保証会社利用料)の高さが入居希望者
にとってのハードルになり、脱法ハウスが温存されるという指摘
(小田川 2014)

←この根拠は業界の利益に求められるのではないか

②入居差別はどのように「制度化」しているのか

cf離婚母子世帯がなぜ入居差別を受けるのか(東 2014)

←より一般的には、法的な未整備を前提にしつつ、業界の動向／実
態の反映ではないか
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２．本調査について(1)――調査計画

 本報告では、筆者による2015年8月から9月にかけての不動産業
者への聞き取り調査に基づき、その一部を発表する

 東京都23区において、都心3区を除外したうえで、隣接していな
がらも平均収入が大きく異なる2区を選定

①収入による違い、

②「木賃アパートベルト地帯」

→それぞれ不動産業の実務に影響を与えるのではないか

 α区…平均収入が低い＋大半が木賃アパートベルト地帯に包括

 β区…平均収入が高い＋木賃アパートベルト地帯がカバーせず
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２．本調査について(2)――対象者と
調査倫理
 不動産業者が地方自治体単位に整理されたリストからα区／β区
の不動産業者に連絡。通常業務に関して、1時間から1時間半ほ
どの聞き取り調査を実施

 調査協力者に対してハラスメントや個人情報の流出などがない
ように配慮を行った

①聞き取り調査の前後において、以下を説明

(a)学術／研究目的以外では用いないこと

(b)録音や質問への回答拒否に対して筆者が受け入れること

(c)文字起こしを対象者に送付／コメントを受け入れること

②文字起こし・データの保管・資料作成に関しては筆者のパソコン
のみを用い、USBあるいはweb上でのデータ保管は行わない
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２．本調査について(3)――調査対象
者
 宅地建物取引業法では、①各都道府県あるいは国土交通省によ
る免許を取得し、②5年に1度の更新を義務付けている

7

対象番
号

区 年月日 担当／役職 登録(免許と更新回数) 備考

A α 150820代表取締役・宅地建物取引士 東京都知事(3)

B α 150828店長・宅地建物取引士 国土交通大臣(5) Gと同じ大手

C α 150903 東京都知事免許(9)

D α 150907宅地建物取引士・店長 国土交通大臣(3) 大手

E β 150807代表取締役・宅地建物取引士 東京都知事(2)

F β 150810代表取締役・宅地建物取引士 東京都知事(2)

G β 150814店長 国土交通大臣(5) Bと同じ大手

H β 150819代表取締役・宅地建物取引士 国土交通大臣(2)

I β 150821店長代理・宅地建物取引士 東京都知事(11)



３．なぜ礼金は存在するのか(1)――

敷金と対比して
 初期費用として敷金・礼金・家賃保証会社の利用料が存在

 この初期費用の高さが、民間賃貸住宅の入居のハードルに

 もとより宅地建物取引業法には、敷金・礼金の規定は存在せず

⇔敷金は国土交通省(国土交通省住宅局 2011)あるいは東京ルール
(東京都 2013)の規定により、入居契約終了後に、クリーニングな
ど原状回復に要する費用を敷金から清算したのち、既存居住者へと
返還することが義務付け

→初期費用としてはかかるものの、入居者の手元に戻る

 礼金は、家を貸してくれた大家さんへの「お礼金」として、敷
金と並んで慣習化

⇔単なる根拠なき法慣習にすぎないとしたら、その根拠(の不足)に
ついて批判され、なくなっていくものではないのか
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３．なぜ礼金は存在するのか(2)――

礼金の多様な解釈
 聞き取り調査からは、いくつかの類型が認識された

①大家に納まるパタン(C、F、H)

②管理費として大家から不動産業に納まるパタン(D、E)

③広告費として大家から不動産業に納まるパタン(A、B、G、I)

 ①については、法的根拠なき法慣習のため、おそらく不動産屋
が介入しなかぎりは、内実なきままに存続する

⇔不動産業の構造変化(「仲介から管理へ」、物元―客付けの分離)

から、②や③がマジョリティになっていくのでは
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３．なぜ礼金は存在するのか(3)――

広告費としての徴収
 広告は宅地建物取引業法に定められているものの(３２・３３条)、
広告費について規定はなく、また特段の規制もないため、広告
費／広告宣伝費として礼金を徴収することは、脱法行為

⇔「HP掲載料として」「物件の営業として」要した経費の分を適
切に計算・説明したうえで大家に支払われるのであれば、それが礼
金を源泉とすることが適切かどうかとは別の次元で、契約としては
成り立ちうる

 広告費／広告宣伝費は、検索サイトの発達により、仲介を行う
不動産が宣伝を重視することから生じている

⇔しかし、いわばこうした単線的発展ではなく、不動産業の構造変
化も要因となっている
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３．なぜ礼金は存在するのか(4)――

客付けと物元の分離
 大家から物件を任される不動産屋(物元)だけでなく、入居者からの仲介
を重視するような業者(客付け)も構造的に配置

①広告費の固着化

 客付け(A社)に仲介手数料がいくので、物元(B社)は宣伝をしただけで自
身に利益が還元されず

 事実上礼金を広告料として納める(B社)ことで、不動産業者はwin-win

な関係を形成

②大家ー店子の不透明性の増大

 賃貸契約は信義誠実をうたうが(宅建業法31条)、大家と店子との担当
の不動産業者が異なるので、相互の信頼の不透明性が増大

 「私どもは顔が見えるっていうのが、ウリというか、大家さんに安心
していく材料でもある。ただお客さんに対してもご安心材料になるん
ですよ。大家さんがこういう方で、どこに住んでいて、こういう方で
すよっていうのが決め手になるっていうのも多々ありますから。」(G)11



４．入居差別はどのように「制度
化」されるのか(1)――業界の標準化
＊制度を、法的なものではなく、業界の慣習という意味で定義

 不動産業者を以下のように類型化できるのではないか

①地付き／保守型業者

②標準化型業者

③独自路線型業者

 不動産業の類型はあくまで試論的なものであるが、番号が高ま
るにつれて差別が強まる傾向にあるように思われる

 企業規模あるいは当事者カテゴリによる整理もありうるが、こ
の類型は筆者の問題設定に照らしてのもの
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４．入居差別はどのように「制度
化」されるのか(2)――制度化以前
①地付き／保守型については、今回の聞き取りでは見つからなかっ
たが、いずれの業者からも否定的な語り口でその存在を示唆

exインターネットを使わない／管理もずさんである

 「他の不動産屋さんに管理をお願いしたけれども管理がずさん
で、滞納が多くなってきて「ちょっとそこの不動産屋信用でき
ないから、弊社にお願いします」みたいな。……地域密着で小さ
い不動産屋とかは、「ここを借りたい」っていうと「ああいい
よ」っていう感じで審査が甘くて入った方も」(I)

 「近所の不動産屋さんがやめちゃいまして、その不動産屋さん
が持っている物件……「うちでやってください」ってことを言わ
れて、……けっこうお風呂なしだったり、そういう、木造で高齢
者が住んでいるアパートが多かった」(A)
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４．入居差別はどのように「制度
化」されるのか(3)――様々な標準化
 今後は、①地付き／保守型が淘汰され、②標準化型が一般的に
なっていくのではないか

②標準化型とは、業界団体に属しており、検索サイトを活用してい
るがために、そこからの講習会／会報／懇親会などにより情報を共
有している型を指す

 情報共有：(a)ネット写真や案内の営業トークなどだけでなく、
(b)「仲介から管理へ」、(c)敷金などの不動産業の動向、(d)不良
入居者対策なども検討され、とくに(ｃ)や(ｄ)については、入居
者(の一部)にとっては排除的に機能しうる

 社員教育や資格獲得へのインセンティブもあいまって、これら
は不動産業の業務の標準化をもたらす
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５．まとめ(1)――本報告で明らかに
なったこと
 本報告は、以下のようなファクトファインディングをえた

①なぜ礼金はなくならないのか

 不動産業者にとって、管理費あるいは広告費として収入源になってい
るから。後者は、客付けー物元という不動産業の分割をもたらし、前
者の固着化を促進

 敷金は返還されるにしても、礼金の規制には業界の反発が高い。中に
は、初期費用の転嫁が家賃に上乗せされるという意見もある

cfゼロゼロ物件

②入居者差別はどのように「制度化」するのか

 不動産業者にとって情報共有の場が、同時にこれまでは曖昧／個別的
であった入居者対策を、より制度化する可能性があり、かつ不動産業
全体が傾向的にこの標準化を積極化させている

 これは市場の合理化あるいは不動産業の動向に対峙するため、自生的
に入居者差別が緩和されることは考えにくい
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５．まとめ(2)――今後の課題

 聞き取り調査の一部を報告したため、より包括的な知見の整理
が必要。筆者は社会政策を研究対象としているが、現時点では、
実態と(現行)政策と政策的インプリケーションにはギャップが大
きく存在しているため、今後の課題としたい

①個別的課題：(a)入居拒否、(b)家賃保証会社、(c)定期借家

②供給者としての不動産―大家関係：(a)住宅の質、(b)生活支援、

(c)管理の業界団体

③全体的課題：不動産業の社会的機能

(a)間接的な「住宅の質」保証／確認、

(b)都市管理者におけるゲートキーパー(cf Pahl 1970)

(c)特定地域における人間と財産の包括的管理者(全階層化された民

生委員？)

＊本報告に際しては、日本学術振興会の研究助成を受けた
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参考資料①――木賃アパートベルト地帯
 「木賃アパート再生――学生が自分たちの手で、木賃アパートを再生するプロ
ジェクト」より掲載

 http://mokuchin.jp/2011able/mokuchin.html(2015年9月17日最終閲覧．)
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参考資料②――依頼文と質問項目
○○さま

突然のメール失礼いたします、わたくし東京大学社会学研究室の佐藤と申します。

突然で恐縮なのですが、ひとつお願いがありましてメールさせていただきました。私は住宅につい
て研究をしておりまして、現在、住宅供給・管理における不動産屋の役割について調べております。
それに関しまして、貴社に聞き取り調査をさせていただきたいと思っております。主にうかがいた
い質問は、

①基本的なお仕事…宅建業法など規定する法律がない分野(例えば管理業務など)について、どのよ
うなルールに従っているのか／法的には決まっていないが慣習として行っている業務はあるか

②家主さんとの関係…家主さんのほうから部屋を貸し出してほしいと言われるか・貴社から大家さ
んに営業をされるのか、(後者が中心の場合)具体的な営業の仕方／敷金・礼金をどの程度つけるか、
家賃保証会社を活用するか、／仲介をするところでは管理もセットで行うのか、(セットの場合)管
理費用はどのように決めているか

③業界団体／取引相手について…業界団体についてはどのようなきっかけで加入したのか、そこに
入ることによるメリット／検索サイト(ホームズ、スーモなど)はどのように活用しているか

④貴社のこだわり・積極的取り組み…地域との関わりで、とくにこだわっていることはあるか／各
種セミナー(法律改正、不動産関連資格の取得など)の活用は貴社として積極的に参加されているの
か

お仕事でお忙しい中たいへん恐縮ですが、１時間ほどの聞き 取りを予定しております。もし聞き
取りにご同意いただけるようでしたら、ご都合のよい日時・場所をご指定いただけましたら、私の
方でそちらにお邪魔させていただこうと思っております。

以上、お忙しい中たいへん恐縮ですが、ご検討いただけますと幸いです。
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